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調査対象（回答）

北海道から九州・沖縄までの３３２社

規模（資本金）
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①５百万円未満

②５百万円以上２千万円未満

③２千万円以上５千万未満

④５千万以上１億円未満

⑤１億円以上

⑥その他

資本金２千万円以上５千万円未満の地元中小企業が約７割



従業員数

5.1%

23.2%

40.7%

29.8%

0.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

①10名未満

②10名以上20名未満

③20名以上50名未満

④50名以上

⑤その他

２０人以上５０人未満が約４割、５０人以上は３割



売上高の中心

官公庁土木が約８割を占め、公共事業依存度が高い

79.5%

1.8%

2.7%

15.4%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

①官公庁土木

②官公庁建築

③民間土木

④民間建築

⑤その他



現在の経営状況

全体の過半数が赤字、関東・四国・九州は６割以上が赤字

①黒字, 44.0%

②赤字, 54.2%
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合計 北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州

①黒字 ②赤字

全体 地域別



直近の売上高(ピーク比)

９割以上の企業が売上高減尐、割合は３０～５０％程度

合計 北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州
①同程度
回答数 14 1 0 1 1 4 2 1 0 4
比率 4.2% 2.9% 0.0% 6.7% 2.1% 10.0% 5.7% 2.9% 0.0% 11.8%
②約　割減尐 4割減 ４割減 ３割減 ４割減 ４割減 ４割減 5割減 ５割減 ５割減
回答数 312 34 62 12 46 36 32 32 28 30
比率 94.0% 97.1% 98.4% 80.0% 97.9% 90.0% 91.4% 91.4% 100.0% 88.2%
③約　割増加 なし なし なし なし ２割増 ２割増 ３割増 なし なし
回答数 4 0 0 0 0 1 1 2 0 0
比率 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.5% 2.9% 5.7% 0.0% 0.0%



直近の社員雇用(ピーク比)

約８割の企業が雇用削減、割合は２０～４０％程度

合計 北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州
①同程度
回答数 63 10 6 2 5 9 10 8 4 9
比率 19.0% 28.6% 9.5% 13.3% 10.6% 22.5% 28.6% 22.9% 14.3% 26.5%
②約　割減尐 2割減 3割減 ２割減 ３割減 ３割減 ３割減 ３割減 ４割減 ４割減
回答数 262 24 55 11 42 30 24 27 24 25
比率 78.9% 68.6% 87.3% 73.3% 89.4% 75.0% 68.6% 77.1% 85.7% 73.5%
③約　割増加 1割増 ８割増 ２割増
回答数 3 1 1 0 0 0 1 0 0 0
比率 0.9% 2.9% 1.6% 0.0% 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0%



経営上の問題点

受注量の減尐が約６割、次いでダンピングによる利益低下

①受注量の減尐,

57.5%

②ダンピングによる利

益率低下, 35.8%

③若手技術者の人材

不足, 4.2%

④資材価格の高騰,

0.0%

⑤資金調達が出来な

い, 0.6%

⑥取引企業の倒産に

よる損失増加, 0.9%

⑦その他, 1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

上記の２つが負のスパイラルを招いている！



ダンピングの理由

発注量が尐なく、｢ダンピングしないと受注できない」が圧倒的

①ダンピングし
ないと受注出来

ない, 74.1%
②施工実績を作

りたい, 4.5%
③当面の運転
資金を確保,

8.7%④従業員や資
機材を遊ばせて
おくよりはいい,

10.5%
⑤その他, 1.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%



利益率低下の原因

予定価格と資材・労務単価の乖離、受注に際しての乖離が原因

①予定価格策
定時の資材・及
び労務費単価
の乖離, 32.5%

②管理費・経費
の問題, 8.4%

③受注に際し
て、予定価格と
の差異, 47.6%

④現場管理一
般的問題, 2.4%

⑤その他, 8.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%



他産業に比べ建設業の給料は？

「高い」は１割未満、過半数は「低い」と感じている

①他産業に比べ高い,

9.3%

②他産業に比べ低い,

55.7%

③同程度, 29.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%



業務内容に即した給料か？

７割以上が「業務内容に反して給料が低い」と回答

①十分に満たしてい
る, 15.4%

②業務内容に反し
て低い, 76.5%

③業務内容に反し
て高い, 3.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%



若手技術者の退職理由

業務が過酷なのに給料が安い、他産業に魅力

①業務内容の割
に給与が安い,

39.5%②業務が過酷で
ある, 20.5%

③技術習得が困
難, 1.8%

④仕事に誇りが
もてない, 6.9%

⑤他産業のほう
が魅力的, 19.3%

⑥個人的理由,
4.8%

⑦その他, 6.0%
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地域建設業が生き残るには(行政の対応)

公共投資の増額と入札契約制度の改善で全体の９割以上

②入札契約制度の改

善, 48.2%

③金融支援（融資等）,

1.2%

④補助金制度（助成

金など）, 0.6%
⑤相談窓口、専門家

の派遣, 0.0%

⑥経営診断・経営分

析, 0.3%

⑦研究会・交流会,

0.3%

⑧その他, 4.5%

①社会資本投資の増

額, 42.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

 



国の総合評価方式について

評価項目、配点に不満。さらなる改善が必要！

①十分である,
20.2%

②評価項目に不
満, 26.2%

③配点に不満,
30.4%

④その他, 18.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%



自治体の総合評価方式導入

都道府県のみが過半数。北陸・中国は市町村も高い導入率

①都道府県・市町村共

に実施, 42.2%

②都道府県でのみ実

施, 51.8%

③市町村のみで実施,

0.3%

④市町村の一部で実

施, 2.7%

⑤実施されていない,

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%



事前公表について

過半数が「廃止」を要望。賛成派は約２割

①やめてほしい,

53.9%

②事前公表にして

ほしい, 20.8%

③どちらでも良い,

23.8%
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事前公表は発注者の責任放棄か？

「責任放棄」が約４割も賛否両論

①責任放棄である,

42.2%

②公平性をえるため仕

方がない, 21.4%

③特に問題ない, 34.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%



事前公表廃止のメリット

積算能力の評価、ダンピング防止に効果

①積算能力が評価され

る, 44.3%

②過度な競争が防止で

きる, 22.3%

③適正価格での応札

ができる, 17.5%

④その他, 10.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%



設計変更の問題点

設計と現場の相違、施工しても契約にならない

施行したにもかかわ
らず契約にならない,

25.6%

事前協議の通りに
ならない, 12.0%

当初契約単価での
変更では利益につ
ながらない, 12.3%

変更図面作成の経
費が莫大である,

6.0%
もともとの設計が現
場にそくしておらず
無駄な経費がかか

る, 34.9%

その他, 7.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%



社会資本整備が対応すべき事項

防災、景気対策への対応が重要

①防災への対
応, 26.5%②情報化への

対応, 0.6% ③尐子高齢化
への対応, 5.7%

④生活環境へ
の対応, 18.4%⑤環境問題へ

の対応, 11.7%⑥国際化への
対応, 0.0%

⑦景気対策へ
の対応, 24.1%

⑧雇用状況へ
の対応, 9.6%

⑨その他, 2.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%



地域建設業の役割は

防災へ対応が約４割、雇用・生活環境にも役割大

①防災への対応,
41.9%

②情報化への対
応, 1.5%

③尐子高齢化へ
の対応, 0.3%

④生活環境への
対応, 16.0%

⑤環境問題への
対応, 3.6%

⑥国際化への対
応, 0.0%

⑦景気対策への
対応, 8.1%

⑧雇用状況への
対応, 25.3%

⑨その他, 3.0%
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地域建設業の社会貢献は

防災、景気対策への対応との回答が上位を占める

①防災への対
応, 26.5%

②情報化への
対応, 0.6%

③尐子高齢化
への対応, 5.7%

④生活環境へ
の対応, 18.4%

⑤環境問題へ
の対応, 11.7%

⑥国際化への
対応, 0.0%

⑦景気対策へ
の対応, 24.1%

⑧雇用状況へ
の対応, 9.6%

⑨その他, 2.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%



建設業の障害は

企業利益の減尐、負のイメージが大きな障害に

①建設業の負のイ

メージ, 33.1%
②地域特性の排除傾

向, 11.1%
③雇用年齢の高齢化,

5.4%
④企業利益の減尐,

41.6%
⑤技術や知識継承の

困難, 3.6%

⑥行政管轄の枠, 0.9%

⑦経営事項審査, 1.5%

⑧必然とされるボラン

ティア参加, 0.6%

⑨その他, 2.4%
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